
３　海外技術研修員受入事業
（１）平成２６年度(2014)高知県海外技術研修員受入事業
　　ア　目　　的
 　     本事業は、高知県が、中南米諸国や友好交流国の国民の中から研修員として適切と認められ　　　る者を受け入れ、必要な技術や知識を修得させ研修員の属する国の発展に寄与するとともに、県民等との交流を通じて友好親善を深め県の国際化に貢献できる人材を養成することを目的とする。
　
　イ　資　　格
    　  県との友好交流国及び中南米の県人移住地域の国民又は住民であって、次の要件を備えてい　　　ること。
　　（ア）将来、派遣国の発展に必要な職種に従事する意志があり、かつそれぞれの分野で中堅指導　　　　者以上となり得る資質を備えていること。
　　（イ）心身ともに健全で思想穏健であること。
　　（ウ）原則として１８歳以上４０歳未満であること。
　　（エ）派遣国の中等教育（通算１２年以上の学校教育）を終え、日本での研修を希望する職種に　　　　おいて２年以上の経験を有すること。
　　（オ）日本国において専門研修を受けるに足る語学能力（日本語又は英語）を有すること。
なお、長期研修の研修員のうち日本語が充分に話せない者については、来日後専門研修に
入る前に約１ヶ月間の日本語研修を実施するので、その間に日常会話程度の語学能力を身に付けること。
　  （カ）研修により修得した技術や知識が活用される職業に復帰もしくは、就職ができること。
　　ウ　受入人員
　　　　長期研修：４人　
　　エ　研修期間
      　長期研修：１０か月
（２）民間レベルでの海外からの研修生受入
高知県内の研修生の受け入れは、行政レベルにとどまらず、（公財）国際研修協力機構※などの協力を受け農業やアパレル関係など民間レベルでも行われています。
　　平成９年度(1997)からＪＡ土佐くろしおでは高知県と姉妹県州提携をしているフィリピンベンゲット州から農業研修生を県外の団体とも協力して受け入れています。平成１５年(2003)１０月には、（財）国際研修協力機構の指導により「くろしお農業振興協同組合」を立ち上げ現在でも受入は続いています。　
　　現在、研修生受入だけでなくベンゲット州での農場建設など新しい事業も計画されています。
　※（公財）国際研修協力機構（ＪＩＴＣＯ）
     平成３年(1991)に設立された法務、外務、厚生労働、経済産業、国土交通５省共管による公益財団法人。研修生の受入れを計画している企業・団体への助言、申請書類の事前点検サービスや受入機関または研修生・技能実習生に代わって行う地方入国管理局への申請取り次ぎ、研修テキストの開発や日本語教育支援などの総合的具体的な助言や支援を行っている。
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